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平成 23 年２月 25 日 

 

各      位 

 

 

 

 

 

 

 

 

「株式会社リンク・ワン 事業再生計画」の成立 

及び債務免除に関するお知らせ 

 

当社は、『事業の選択と集中』を基本コンセプトとした事業再建に着手し、事業収益の改善と間接

経費の削減を推進してまいりました。しかしながら、当社が属する外食業界を取り巻く環境は厳しい

状態が続いており、業績の十分な回復には至らず、また、特別損失を計上したこと等により、第10期

第３四半期会計期間末において252,451千円（自己資本は△256,561千円）の債務超過となっておりま

す。 

 こうした厳しい経営環境において、今後の事業継続に向けた強固な収益体質の確立と、財務体質の

抜本的な改善を図るため、「株式会社リンク・ワン 事業再生計画」を策定いたしました。当社は、再

生計画に基づき最大限の自助努力を行う所存でありますが、同時に、当社の筆頭株主かつその他の関

係会社であり債権者であるＥオーナーズ株式会社に対しまして、債務超過解消へ向けての相談を行っ

てまいりました。具体的には、金銭債務の免除および当社第６回新株予約権の行使に関するものであ

ります。 

本日、Ｅオーナーズ株式会社より、「事業再生計画」及び債務免除に関して同意を頂きましたので、

下記の通りお知らせいたします。なお、本債務免除により、債務超過を解消する見込みであります。 

 

記 

 

Ⅰ．債務免除について 

 

１．債務免除を受けるに至った経緯 

当社は、平成20年３月より、『事業の選択と集中』を基本コンセプトとした事業再建に着手し、

基幹事業として人材派遣事業（プロ店長事業）及び直営店舗運営事業の２事業に経営資源を集中し、

事業収益の改善と間接経費の削減を推進してまいりました。人材派遣事業においては、規模の拡大

ではなく利益率の向上を重視して事業を展開し、また、店舗運営事業においては、経常的に赤字を

出していた店舗の閉鎖又は営業譲渡を行うことにより、利益を創出できる店舗のみを残すとともに、
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外食マーケットの低価格志向を受けた新業態の出店を行いました。販売費及び一般管理費について

は、第８期第３四半期累計期間に213,729千円を計上しておりましたが、第９期第３四半期累計期間

には104,215千円、第10期第３四半期累計期間には79,070千円となり、大幅な削減を達成しておりま

す。 

しかしながら、当社が属する外食業界におきましては、長引く景気低迷の影響を受け、消費者の

外食を控える傾向が強い中、価格競争の激化が進み、同業他社のみならず異業態店舗との競争も激

化し、外食業界を取り巻く環境は厳しい状態が続いてまいりました。また、第10期第３四半期累計

期間においては、金融庁より過去の有価証券報告書等の虚偽記載に対する課徴金納付命令を受けた

ことに伴う課徴金34百万円、店舗の閉鎖に伴い発生する原状回復費用の見込み額として店舗撤退損

失引当金繰入額６百万円、遠隔地（名古屋・大阪）の店舗の閉鎖に伴い発生した店舗撤退損失等29

百万円及び投資有価証券売却損２百万円を計上いたしました。その結果、第10期（平成23年２月期）

第３四半期累計期間における売上高は349百万円（前年同期469百万円）、営業損失は86百万円（前年

同期107百万円）、経常損失は87百万円（前年同期107百万円）、四半期純損失は162百万円（前年同期

90百万円）となり、第10期第３四半期会計期間末において252,451千円の債務超過（自己資本は△

256,561千円）となっております。 

 このような状況下、早急に債務超過を解消し、同時に資金の調達を行うために、当社は平成 22年    

12 月上旬から第三者割当による資金調達を検討しておりました。当初の計画では、Ｅオーナーズ株  

式会社に対する債務 240,000 千円につきましては、デッド・エクイティ・スワップ（以下、「ＤＥＳ」

という）による負債の資本化を行い、それ以外に約 200,000 千円の資金調達を行うことを検討して

おりました。しかしながら、240,000 千円のＤＥＳ及び 200,000 千円の資金調達を第三者割当増資に

より行った場合、当時の株価を参考に発行価額をある一定の株価と仮定して新株式の発行数を計算

すると、平成 23 年２月 17 日現在の総議決権数 48,804 個に対して大幅な希薄化を招くこととなって

しまい、既存株主の皆様の議決権割合の希薄化及び流通市場に対する需給バランスへの影響が生じ

てしまうことから、当社といたしましては、エクイティ・ファイナンスによる資金調達よりも、主

要債権者に債務免除を行って頂くとともに、当社第６回新株予約権を行使して頂くほうが、多くの

既存株主の皆様の権利を守るものと判断し、当社の筆頭株主であるＥオーナーズ株式会社と相談い

たしました。 

その結果、「Ⅱ．事業再生計画について ２．財務体質の健全化」に記載のとおり、Ｅオーナーズ

株式会社及び株式会社スプートニクに当社第６回新株予約権を行使して頂いた上で、Ｅオーナーズ

株式会社には債務免除についても同意を頂き、160,000 千円の債務免除を受けることとなりました。 

 

２．免除を受ける債務の内容等 

免除を受ける債務の種類 借入金 

債務免除の額 160,000 千円

最近事業年度の末日（平成 22 年２月 28 日）の債務の総額 510,493 千円

最近事業年度の末日（平成 22 年２月 28 日）の債務の総額に対する

当該債務免除等の割合 
31.3％
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３．上場廃止基準への該当に関する事項 

債務免除額は最近事業年度の末日の債務の総額の 10％以上となることから、今回の債務免除の合

意により、当社は東京証券取引所の上場廃止基準に抵触することとなります。当社としては上場維

持のため、有価証券上場規程第 605 条第１項に基づく再建計画等の審査に係る申請を行います。こ

れに伴い、同取引所により再建計画が適当と認められ、かつ、再建計画を開示した日の翌日（平成

23 年２月 26 日）から１ヶ月間の平均時価総額及び当該１ヶ月間の最終日（平成 23 年３月 25 日）

の時価総額のいずれもが５億円以上になった時には、上場が維持されることになります。 

 

Ⅱ．事業再生計画について 

 

１．事業再生計画の考え方 

①既存株主への配慮 

当社は、債務超過の解消、債務の削減、および資金調達を早急に行う必要があると認識して

おり、これらを解決できるものとして、ＤＥＳによる負債の資本化（債務の削減）及び金銭の

払込による新株式発行（資金調達）の二つの方法による第三者割当増資等を検討してまいりま

した。しかしながら、現在の当社株価を勘案すると、第三者割当増資を行った場合には大規模

な希薄化を招くこと、ならびに第三者割当増資を行う場合の諸条件の合意が困難だと判断した

ことから、筆頭株主であるＥオーナーズ株式会社と相談した結果、既存株主の皆様の議決権割

合の希薄化及び流通市場に対する需給バランスを考慮し、債務免除（債務の削減）及び現在の

当社株価からは大幅に不利な行使価額での新株予約権の行使（資金調達）を行って頂くに至り

ました。 

 

②『事業の選択と集中』の継続 

当社は、平成 22 年 10 月 29 日付「事業の現状、今後の展開等について」にて公表いたしまし

たとおり、第８期より『事業の選択と集中』というコンセプトの元、事業の改善を推進してま

いりました。その結果、当社で運営を行なっている店舗（直営店、業務委託店）のうち１店舗

を除く全店で年間の営業損益額が黒字となっております。また、販売費及び一般管理費につい

ては、第８期第３四半期累計期間と比較して、第 10 期第３四半期累計期間の販売費及び一般管

理費は約 37％となっており、大幅な削減を達成しております。 

今後も引き続き事業の改善を推進し、収益の拡大を目指してまいります。 

 

③その他 

    今回の再建計画においては、当社上場普通株式の全部を消却すること（いわゆる 100％減資）

は計画しておりません。 

 

２．財務体質の健全化 

当社は、前述のとおり事業の改善を推進してまいりましたが、債務超過の解消には至らず、

平成 23 年２月期の債務超過額は３億円超となる見込みでありました。 
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しかしながら、当該債務超過額を当社単独で処理することは不可能であることから、前述の

とおりＥオーナーズ株式会社に債務免除を行って頂くに至りました。 

  また、平成 23 年２月 18 日付「第６回新株予約権の行使及び主要株主の異動に関するお知ら

せ」にて開示したとおり、当社は第６回新株予約権者であったＥオーナーズ株式会社及び株式

会社スプートニクに対し当該新株予約権の行使を依頼し、平成 23 年２月 18 日付で当該新株予

約権の全てを行使して頂き、167,249 千円の資金調達を行っております。当該新株予約権の行使

価格である 14,933 円は、平成 23 年２月 18 日現在の当社普通株式の株価（終値）である 6,120

円に対し約 2.44 倍となり、株式市場での価格と比較して大幅に不利な金額での行使となりまし

たが、新株予約権者に当社の事業再生計画にご理解を頂き、当該新株予約権を行使して頂いた

ものであります。なお、当該新株予約権の行使に伴う発行株式数は 11,200 株となり、当社の発

行済株式総数は 60,004 株となっております。 

本債務免除及び第６回新株予約権の行使により、債務超過を解消する見込みとなり、また、

後述のとおり店舗資産を取得することによりランニングコストを削減し、安定した収益基盤を

確立することが可能となります。当社といたしましては、早急に経営の再建を図り、財務基盤

の改善及びキャッシュ・フローの改善を図ることが、現時点における重要な経営課題であると

判断しており、これら施策の実施による企業価値の向上を通じて、株式市場での評価を高める

ことにも資するものと判断しております。 

 

３．安定収益の増強及びコスト削減 

①直営店舗運営事業の強化 

前述の新株予約権の行使により調達した資金で店舗及び店舗造作の買取を行い、営業キャッシ

ュ・フローを改善して収益力の強化を行います。 

具体的には、店舗使用料を支払って運営している業務委託型店舗のうち、店舗使用料が収益の

圧迫要因となっている店舗３店舗については、当該店舗の買取を行って直営店舗とすることによ

り、店舗使用料の支払いをなくすことで毎月のランニングコストを減少させ、当該店舗の営業キ

ャッシュ・フロー及び収益の改善を図ってまいります。また、直営店舗のうち、店舗造作等の使

用料が収益の圧迫要因となっている店舗２店舗については、当該店舗資産の買取を行うことによ

り店舗造作等の使用料の支払いをなくすことで毎月のランニングコストを減少させ、当該店舗の

営業キャッシュ・フロー及び収益の改善を図ってまいります。 

 

②人材派遣事業（プロ店長事業）の強化 

人材派遣事業（プロ店長事業）につきましては、従来の固定報酬型の契約から、派遣先と成

功報酬型の契約を締結する方法への切り替えに注力してまいりました。今後は、主要株主であ

るＥオーナーズ株式会社の関係会社を含めた飲食店への人材派遣等を通じて、売上の獲得及び

収益性の向上を目指してまいります。 

 

③販売費及び一般管理費の削減 

第８期より推進してまいりました『事業の選択と集中』を進める過程においては、経営体質
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のスリム化にも取り組み、販売費及び一般管理費の徹底的な見直しを実施した結果、「Ⅰ．債

務免除について １．債務免除を受けるに至った経緯」に記載のとおり、第８期第３四半期累

計期間と比較して、第 10 期第３四半期累計期間の販売費及び一般管理費は約 37％となっており、

大幅な削減を達成しております。 

今後も、月次の営業キャッシュ・フローの恒常的な黒字化を目指して、引き続きコストを意

識した経営を続けてまいります。 

 

４．今後の営業展開に関する債権者との合意内容 

当社は、前述のとおり、『事業の選択と集中』というコンセプトの元、事業の改善を推進して

おり、今後もその方針を継続してまいります。 

平成 24 年２月期（来期）は、人材派遣事業（プロ店長事業）の強化、店舗及び店舗造作の買

取、ならびに直営店舗の出店を行うことを予定しております。具体的には、「Ⅱ．事業再生計画

について ３．安定収益の増強及びコスト削減」に記載の通り、人材派遣事業（プロ店長事業）

に関しましては、上期中に主要株主であるＥオーナーズ株式会社の関係会社を含めた飲食店へ

の店長派遣を強化し、その基盤を作り上げ、下期には、上期に作り上げた基盤を元になお一層

の強化をはかってまいります。店舗及び店舗造作の買取に関しては、店舗使用料を支払って運

営している業務委託型店舗及び店舗造作等の使用料を支払っている直営店舗の店舗資産の買取

を行うことにより、営業キャッシュ・フローの改善をはかります。その上で、上期に１店舗か

ら２店舗程度、下期に３店舗から４店舗程度の直営店舗の出店を計画しております。なお、出

店資金については、借り入れを含めた資金調達を検討しなければならない課題があり、筆頭株

主であるＥオーナーズ株式会社と協力して資金調達の方法を検討することを合意しております。

また、出店する業態については、当社の運営する店舗の中から、繁盛業態を選定し出店してま

いります。 

これらの施策を通じて、平成 24 年２月期から平成 26 年２月期の間に、営業キャッシュ・フ

ローの黒字化はもとより、営業利益、経常利益、当期純利益の黒字化を果たし、純資産を増加

させ、財務体質の強化を目指してまいります。 

 

以上 


